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大学進学における所得格差と高等教育政策の可能性

藤村 正 司

1 ． は じめ に

　国際 的 にみ て ，わが 国の 高等教育 費の 公財政支出が 低 い こ とは， よ く知 られ て い

る （市 川　2000．丸山　2007）。 また，国立 大学 と私 立大学の 学生定 員比が ．世帯

当た りの 所得分布 と対応 して い な い こ とも明 ら かで ある。 こ の 点． ア メ リ カの 高等

教育 は率直で ある。高所得層が 授 業料の 高い 私立 大学に 進学 し，大半の 中低所得層

は低授 業料政 策が採 ら れ て い る公 、

’
tlセ ク タ

ー （州立 大学， コ ミ ュ ニ テ ィ
・カ レ ッ

ジ） に進 学する か ら で ある 。に もか か わ らず，わが 国の 大学 進学率 は ，今や 50％ の

ハ
ー ドル に 達 しようと し，「大学奈 入時 代 」の 到来 と喧伝 され て い る 。

　とこ ろ が ，大学進学 率は ．近年 k 昇傾 向 にあ る もの の ，2002年以 後しば ら く低迷

し．容易 に 50％ の ハ ー ドル を越 え よ うと しな い
。 「大学 全入 時 代」 の 到 来 と喧伝 さ

れて い るに もか か わ らず ，で あ る v で は ， なぜ 大学進学率 は停滞 して い る の か ．大

学進 学 率50％ の 状況 とは， どの よ うな個人属性 に よ っ て 説明 さ れ る の だろ うか 。本

稿は ，こ の 大学進 学率50％ 問題 を 「全 国高校生 調査」 を用 い て 計量 的に 明 らか に し，

高等教育機会均等政 策の μ∫能性 を検証する 試み で あ る 。

　こ の ような課題を設定 した理 由は ， 1990年代 よ り大学 へ の 進学機会に お い て 家計

負担 が 深 刻 な 問 題 に な っ て い る 現 状 が あ る （尾 嶋 2002，近 藤 2002，小 林

2007a，2008，2009，　 Ishida　2007）。 現 代の 高校生 の 進路選択 は丁学 費負担 と い う公

的問題が あ り，そ れが 多 くの 高校生 の 進路選択 を呑み 込ん で い る 。

　 しか しなが ら．希望 す れ ば誰 で も進学で きる 「大学 全入時代」説 は，聞こ えが よ
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い
。 少子 化が進行 して 大学進学層が 拡大すれ ば，所得間格差 が縮小 し，機 会の 平等

が達成 され る と思 われ て い るか らで ある 。 そ の 結果 教育機会の 平等よ りも教育の

「質」の 向 トこ そが 目指すべ き政策課 題 であ るか の よ うな錯覚に 陥 らせ て い る 。

　 しか し， 18歳人 口 の 減少に よ っ て 大学 進学 率 が ほ ぼ説 明され る の で あれ ば，家計

所得に よ る進学機 会 の 不平等 は幻想 にす ぎな い こ と に なる 。 そ うなる と，低所得層

の ハ ン デ ィ キ ャ ッ プ と高所得層の 選好に よ る教 育機 会の 格差が 識別で きな い し （金

子 　1987），進学 した くて もで きない 潜在 的進学需要層 を顕在化す る こ とが で きな

い （矢野 ・濱中　2006）。

　 そ こ で ，本稿 で は ， まず大学進学 と所得格 差 と い う古 い 問に 対 して 新 た なエ ビデ

ン ス を提示す る 。 次 い で ，機会均等化 へ の 政 策対応 と して ，二 つ の 分析 例 か ら高等

教育政 策の 可 能性 を検証す る 。

一
つ は ，国立 大学の 教育機会保障説 で あ る 。 改 め て

述 べ る まで もな く、国立 大学 は低授業料政 策に よ り，「所 得水準 に関 係 な く，大 学

へ の 進学 機会 を ド支 え す る 役 割 を果 た して い る 」 と さ れ る （金子 　1998，加 藤

2005a）。

　 しか しなが ら， 国 甑大学の 教育機会保 障説 は再検 討を要する 。 機会保 障説 を裏付

ける デ ータ が ，都道府県 別 デ ータ と 「学生生 活調査」に よ る こ とで あ る 。た しか に ，

マ ク ロ デ ー タで 見 る 限 り，
一

人当た り県民所得 と国立大学 進学 率は マ イナ ス 相 関で

あ る 。 しか し，だか ら と言 っ て 低所得層 が，国 立大 学に 進学 して い る とは 限 らな い 。

国立大学が所得水準に 関係な く，あ る い は低 所得層の 教育機会 を保障 して い る と言

える の か ど うか は ，学 力変数 を組み 込ん だ個票デ
ー

タ に よ っ て 検証 する必要が あ る 。

他 方，「学 生 生 活 調 査」 の 制 約 は，進 学 者 ベ ー ス で あ る こ と と，小 林 （2007a，

p ．lll） も指摘 する よ うに ，所得把握の 妥当性 に問題が ある こ とで ある 。

　二 つ め は ，貸与奨 学金 （日本学生 支援機構）の 効 果と潜在的需要層 の 検討で あ る 。

貸与奨学金制度は，政府が 家計 に直接介入 す る負担軽減策で ある 。 わ けて も，入 学

前 に受給資格が判 明す る 予約採用制 は ，家 計に とっ て 資金調 達の 有益 な選択 肢で あ

る 。 検討すべ きは ，果た して 貸与奨学金が 大学進学の 誘因 にな るの か ，なぜ ロ
ー ン

負担感の 大 きい は ずの 低所得層が ，あえて リス ク を犯 して まで 貸 ワ奨 学 金の 契約 を

結ぶ の か とい うこ とで ある 。 予約採用 に応募す る 高校 生 は ， どの よ うな階層 的特徴

を持 つ 家族集団なの か。奨学金政策 は，育英か ら貸与に 政策変更 した ときに ， どの

よ うな家族集団の 誘因， つ ま り便益 とコ ス トに影響 を与 え よ うと して い るの か を検

討する 必要が ある 。

　以 トの 問題 関心 か ら，本稿で は 「全国高校生 調査」 を用 い て 大学進学 に お ける 所
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得格差 ，国立大学 の役割，貸与奨学金の 潜在 的需要層の 把握 に つ い て検討 を加 え る 。

分析 の 結果，大学進学率50％ の段 階に お い て も，大学 へ の ア クセ ス に は所得格差が

存在す る こ と，国立大学が 「高学力
・
低所得層」に 対 して 教 育機会 を保障 して い る

こ と，予約採用制が大学進学機会 を底上 げする とは言 えな い こ と，そ して予 約採用

制の 潜在 ク ラ ス は，男子 は母 集団 の 3割 ，女子 は 4 割 を構成 し，学歴 上昇 と学歴 ド

降回避集団か らな る 高学力
・
低中所得層に存在す る こ とが 明 らか に され る 。

2 ． 分 析の 切 りロ とデ ー タ

2．1． 学 力 と所 得

　高校生の 進路選択の 規定要 因に つ い て は多 くの 研究蓄積が ある が （小林　2007a，

pp ．106− 109），説 明 モ デ ル は 基 本 的 に 地 位 達 成 モ デ ル （近 藤 1996．近 藤 編

2000）と 入的資本論 （金子　1987，中村　1993）で あ る 。 きょ うだい 資源希釈説 は，

両者 に 関 わる 説 明 モ デ ル で ある （平沢 ・片瀬　2008，平尾 　2008）。
い ずれ も本 人

の 進路選択 を親の 社会経 済的背景 （学歴 ，職業階 層，家計 所得 ），本 人の 個人属性

（性，学力 ），高校 ラ ン ク ，き ょ うだ い 数 （生順 ）の 関数 と して 説 明す る 。

　しか し，家計所得 が 高校生 の 進路選択 に ク リ テ ィ カ ル な影響を及ぼ す に もか か わ

らず，わ が 国で は 家計所得 に よる 制約 は公的 問題 と して 認識 され て こ なか っ た 。 大

学進学 に伴 う直接経費は ，家計に よ っ て 攴え られて い る に もか か わ らず，進学の ハ

ー ドル は も っ ぱ ら学力 に ある と捉 える の が一
般的通 念で あ っ た し，学力の 背後に あ

る 親学歴 や 職業階 層に 焦点化する の が 階層研究 の ス タ ン ス で ある 。 本稿で 用 い る

「全 国高校生 調査」の 利 点は ，保護者調査 に よ っ て 両 親 の 年収 を含む 家庭環境 の 情

報が 利用で きる こ とで ある 。

　本稿で は ，大学進学行動 を理解す る切 り口 と して，大学進学／非進学 は単純に 学

力 と所 得 の 増加関 数で ある と仮定す る 。 学力 を加 えたの は，大学進学が 他の 耐久消

費財 の 購入 と異 な っ て ，サ ービ ス を購入 する 本人の 学力が 問われ るか らで あ る 。 矢

野 （1996，p ．66）は，学 力 と所 得の 代替関 係か ら進学動向 を理 解す る 枠組 み を示

して い る 。 矢野 の 枠組み を敷延すれ ば，進学需要 層 は 【高学力 ・高所得層】，【高学

力
・
低所得 層】， 【低学力 ・高所得層】，【低学力 ・低所得層】に 分類で きる 。

　 4 分類が 可能に なる の は，全 国高校生 調査 で 学 力 （本 人 白己申告 に よる 5 段階評

価） と両 親年収 の 相 関 （0．137）が 低い こ と に よ る 。 実際 中 3 成績 「中の 上 」 と

所 得 中 位 数850万 円 を 目安 に 区分すれ ば， 【高学力 ・高所 得層】（27．8％）， 【高学

力 ・低所得層】（18．3％ ）， 【低学力 ・高所得 層】 （27．0％），そ して 【低学力 ・低所
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得層】（26，9％） と な り，学力 と所得の 2 変数 か らダ ミ
ー

変数 を作成 して 差 し支 え

ない 。

　と こ ろ で ．矢 野 （1996．p ．67）は， 18歳 人口 の 減少に よ る 合格率の 上 昇 と授 業料

の 高騰 によ る家計負担上 昇 が ，高所 得 層 と低所得層の 進 学機会の 格差 を広げ，か つ

て は 【高学力 ・低所得層】の 進学 機 会 を保障 して い た 国立大学の 役割が 現 在は 曖昧

に な っ て い る と指摘 す る 。 本稿で は，「学力 ・所得」分類 か ら，呆 た して 国立大 学

の 役割が 曖昧に な っ て い る と言 え る の か ，私立大学 と比較検討する ，，

2．2，　 デ ータ

　用 い るデ ー タセ ッ トは．「全 国高校生 調査 」 （学術創成科研 ） で あ る 。
こ の 調査は，

全国 無作為抽 出 に よ り選 ばれ た4，000人 〔男女各2．OOO人） の 高校 3 年生 とその 保護

者調査 を対 象 と した個票 デ
ー

タで あ る 、，第 1 回調 査は 2005年 11月 に 実施 され，第 2

回調査 （2006年 3 月 ：3．493人），第 3 回調査 （2006年 11月 ： 2，706人），そ して 第 4

回調査 （2008年 1 月 ： 1，991人） は，パ ネ ル デ
ー

タ で ある （東京大学大 学経営
・政

策研 究セ ン ター　2007）．

　表 1 に，推 定 に 用 い る各変数の 記述統計量 の リス トを示 した 。 制約 条件 と して 投

入す る 個 人属 性 は，性 　き ょ うだ い 数 （本人 を含む 〉．「学 力 ・所 得」 ダ ミ
ー

（基

準 ： 低 学 力 ・
低所 得）で あ る

Cl）

。 他 に，統 制変数 と して 両 親教 育 年 数 高校 ラ ン

グ
2〕
，進学意 欲の 指標 と して 「高 3 平均 勉強時間」 （自宅 や 図書館で の 1 日 の 平均

　　　　　　　　　　　　 表 1 　用 い る変数 と記 述統計量

　 　 　　 変 数 名

1）女子 ダ ミ
ー

2）中 3 成績 〔5段階）

3 ） き ょ うだ い 数

4 〕 父教 育年数

5 ） 母 教 育 年 数

6 ）両 親年収 〔100万 円 ｝

7） 高 校 ラ ン ク

8） 高 学力
・
高所得 ダ ミ

ー

9） 高学力
・
低所得 ダ ミ

ー

注 1 ）変数 1 〜15は．　第 1回 調 査

　 　 変 数 16は，第 2 回 調査．

　 　 変数17は ，第 3 回 調 査．

　 　 変 数 lseよ，　第 4 回 調 査．

注 2 ） 変数 1 〜14は ，説 明 変数，変 数 15〜18は ，被 説 明 変 数．変 数 17と18は ，本文参照．

注 3 ）中都市 ダ ミ
ー （人口 15万 人以 上 ）．小 都 市 ・郡 部 ダ ミ

ー （基 準 は 大 都 lli圏 ： 東京特別 区 と 14政 令指

　 　 定都市）

度数 平均値 S．D． 変 数名 度数 平均値 S．D．

34930 ．505050010 ）低 学力
・
高所得 ダ ミ

ー 34930 ．270D 、444
） 34903 ．3921 ．230ll ） 高 3 平均勉強時間 34911 ．5521 ．598

34932 ．442072512 〕 第二 種チ約採用 ダ ミ
ー 34930 ，105O ．300

330513 ．9382 、20813 ）中都市 ダ ミ
ー 34930 ．318 〔｝，466

346913 ．2281 ．49514 ）小 都 市 ・郡 部 ダ ミ
ー 34930 ．4450 ．497

の 31818 ，0743 、42015 ）大 学 進 学 希 望 ダ ミ
ー 40000 ．5670 ．496

347953 ．1809 ．24516 ）大学 進 学確 定 ダ ミ
ー 34930 ．4930 、500

ミ
ー 3493O ．2780 ．44817 ）経 済 的 困難 ダ ミ

ー12187O ，0760 ．265
ミ
ー 3493O ．1830 ．38718 ）経済的 困難 ダ ミ

ー211360 ，0770 ，267
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勉強時間），政策変数 と して 「第二 種予約採用 ダ ミ
ー

」，地域 に よ る進学行動の 違い

を考慮 して 二 つ の 「地方 ダ ミー」を投入す る 。 被説明変数の 大学進学 ダ ミ
ーは，

2006年 11月現在の 希望段 階 と 3 月の 確定進 路 を用 い ，学 費負担 の 違い か ら設 置者

（国立／私立 ）と通学形態 （自宅／ 自宅外） を考慮す る u

　な お，高校 ラ ン ク は ，中 3 成績 （0．550），高 3 平均 勉 強時 間 （0．495） と中程 度，

両親 年収 （0．240），父 教育年数 （0．327），母教育年数 （0，289）と弱 い 相関が あ る 。

高校ラ ン ク の 投 入 に よ り，推計値が 過小評価を伴 っ て い る こ とをあ らか じめ 指摘 し

て お く、、こ の こ と を確 認 した 上 で ，次節で 大学進 学／非進学 に 対 す る 「学 力 ・所

得」 ダ ミ
ー

の 効果を計測 す る 。

3 ． 大学進学の 推定 結果

3．1． 誰 が 大学に 進学する の か

　表 2 に ，全 国 パ ネ ル 調査の 特徴 を生 か して ． 大都市圏 と地 方都市サ ン プ ル に つ い

表 2　 大 学進学の 囗 ジ ッ ト推定

大学進学希望 （05年 11月 ） 大学進学確定 （06年 3 月 ）

　　　　　　　　　大 都
全 体
　　　　　　　　　市圏

地 方

都 市
全体 大 都 市 圏　　　　　　 地 方都 rb

女性 ダ ミ
ー 一

〇，225
喚脚一

〇，219 ホ綿一〇，227●騨● 0，140申○学一〇　〇72　＋　　
−0　063　　　　−0　163　

脚噂一〇、158 串ウ■

きょ うだい 数
一
〇 〇70 帥’ 0．028 一〇．082 ■，牟 一〇，057 ウ■←一

〇，025　　　　−0　023　　　　−0　068　「韓 0064 」．●

父 教育年数 0038 駆’ 0028 ” ° 0．034 ，，亭 DO27o 曠貫 0　038　…　　 0　033　騨　　0　023　
°鱒 0，019 ●o

母教 育年数 0031 ’880011O ．038 中●率 DOI7 嘔亀 0　005　　　　　0　002　　　　　0　021　
° 0，008

高校 ラ ン ク 0025
‘8°

0，024 °鱒 0．025●●噂 DOl4 巳撃8D
　OI5　喧帖　　0　013　

韓゚
　　〔〕　Ol4　

巳騨
0008

．曝曝
一．一一一一冒ππ一一一一一一一一一，齟四冂一一一一一一一’一一一一一一一一一一−−冒一冒1一一一一一一一一一一．一一．一一一一一一一一一岫一一一一一一冒一一一冒一一．一一一一一一一一一匿一冒一一一一一一

高学力 0，195
韓拿

0．188
鱒’ O．197 ，●摩 Dl71 ゆ◎争 D　158　韓　　0　工19　°　　 ｛〕　177　

紳曠
〔〕 112

餉摩

高所得 ダ ミ
ー

高 学 力 Ol48
’”

　 〔，、123
°鱒 0．156 ，●寧 0，165o ●， 0　179　榊　　O　l58　韓　　0　160　ぴ榊 0090 ●曝

低所得 ダ ミ
ー

低学力 0，112 鱒雷 0156 帥’ 0．092●● Dl23 事零事 0，146　御　　0　137　
．°
　　〔〕　ll5　

寧榊 0，109，亭

高所得 ダ ミ
ー

r−r−一一一一一一一’一一一一一一一一一一一一匿一r−一一一一一一一．一．一L 一．一一一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一．一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一冒冒一τ一一一一．．一一一． 一一一一一一’一一一一

高 3平 均 0．042 髄 OO96 ■◎参

勉 強 時 間

一2LL 3，088　 　 　 7202 ，3・163 ，828 958　　　 948　　 2、8612 ，727

Nagelkerke0418 　 　 0．4420 ．4110216O ．216　　　　0 、228　　　　0　2190 ．280

R2乗

Ch1−Square1 、168　　　 307 863 559 140　 　　 148　 　 　 426 559

N 3、165　　　 7942 ，3713 ，165 794　　　 794　　 2，3712 ，371

被説明変数 0、601　　 0．645057405000 ．522　　　　0 、522　　　　0，4820482

の 比率

注 1 ） 有意水準　＋ p ＜ 10％ 、
聊
p ＜ 5 ％，

韓
p 〈 1％，

’”
p ＜01 ％

注 2 ） 地 方都市　中 都 市
・小 都 市 ・郡 部 （町村）

注 3） 「学 力 ・所得 ダ ミ
ー
」 の 基準 ： 低所得

・低 学 力
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て 2項 ロ ジ ッ ト分析 に よ る推計値 を 1 大学進学希望時 （05年 6 月） と確定時 （06年

3 月）の 2時 点で 示 した 。 デ
ー

タ は，2006年 3 月確定時点 をベ ー
ス に した 同

一
サ ン

プル で あ る 。 数値は ，説明変数の 平均値周 りで 見た 限界効果 （説 明変数 が 1単位増

えた場合の 大学 進 学希望 （確定）確 率の 増分 ：％ ポ イン ト表示 。 ダ ミー変数の 場合

は 0 か ら 1の 離散的変化）で あ る t．確定段 階の モ デ ル に は ，「高 3平 均 勉 強 時 間」

を追加 して 進学意欲の 効果 を見た 。

　表 2 か ら明 らか に なる こ とは 、以 ドの 4 点で ある 、，第 1 は ，他の 変数 を制御 して

もなお，「学 力
・
所得 ダ ミ

ー
」が すべ て統計 的 に有意 な係数 を持 つ こ とで ある 。 大

学 進学需 要が 現れ る 希望段 階に つ い て 全サ ン プ ル を見 る と．「低学力
・
高所 得」層

の 大学進学希望確率 は，「低 学力
・
低所得」層 よ りも11．2％ポ イ ン ト高い こ とが分

か る 。 こ の 結 果 は，所得が 増 えれ ば．「低学力 ・低所得」層 の 大 学進 学希望確率 が

上 昇 す る こ と， したが っ て 奨学金政 策等 に よ る 公的 補助 の 可 能性 を示 して い る
〔3）

。

さ らに，「高学力 ・低所得」層は 「低学力 ・低所得」層 よ りも，希望段 階で 14．8％

ポ イ ン ト，確定段 階で は 16．5％ポ イ ン トほ ど進学確率が 高 くな る 。 授業料の 高騰 と

家計収 入の 伸 び悩み は，「高学力 ・低所得」層の 家計負担 を高め て い る は ず だが ，

学 力が こ れ を覆 い 隠 して い る と も言 える 。

　第 2 は ，そ う した 「学力
・
所得 ダ ミ

ー
」の 効果 が ，地 域 に よ っ て 異 な る こ とで あ

る 。 第 2列 の 大都市圏サ ン プ ル で は T 「低 学力 ・高所 得」層が 「低学 力
・
低所得」

層 に比 して 15．6％ ポ イ ン トも大 学進 学希望 確率 を高め る が，第 3 列の 地 方都市サ ン

プ ル で は9．2ポ イ ン トとや や 低 くなっ て い る 。

　 しか し，大都市 圏で は 三 つ の 「学 力 ・所 得」 ダ ミ
ー

の 効果に 大きな差は 見 られ な

い と き に，地 方都 市 で は 「高学 力 ・高 所得」層 と 「低学 力 ・
高 所得」層 の 問 に

10．5％ ポ イ ン トの 進 学希望確率 の 差が 確 認で きる 。 「低 学 力 ・低 所得」層か ら見 れ

ば ，私 立 大学が 集積する大都市圏で は所得の 壁が ，国 立 大学 の シ ェ ア の 大 きい 地 方

都 市で は学力の 壁が ，大学進 学希望 を阻ん で い る と解釈で きる 。

　第 3 は ．「高 3平 均勉 強時 間」の 促進効果で ある 。 確定段階 に つ い て T 勉 強時間

を追加す る と， と くに第 8 列の 地方都市で モ デ ル の 当て は ま りが よ い
。 大学進学／

非 進学の 決定 に対 し，年収 や階層変数に 回収 され な い 進学意欲の 効果が示 され て い

る 。 他の 変数 を制御 して もなお ， 1 日の 平均 勉 強 時問が 1 時間長 い と，大都 市圏で

4，6％ ポ イ ン ト，地方都市で は9．6％ポ イ ン トほ ど大学進学確 率を高め る 。 さ らに，

「高 3 平均勉強時間」は，高校 ラ ン ク や 「学力 ・所得」ダ ミ ーの 効果 を抑制する 。

　第 4 は， き ょ うだ い 希釈化説が 地 方都市で 当て は まる こ とで あ る 。 地 方都 市で は，
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きょ うだ い が
一

人増 える と，進学希望 時で 8．2％ ポ イ ン ト，確定時で 6 ％ ポ イ ン ト

も大学進学確率が減少する 。 他方，私立大学が集積する大都 市圏で は，生活費が高

くて も 「自宅 通 」が 可能 に なる か ら， き ょ うだ い 数の 抑制効果が 弱め られ る と 解釈

で きる 。

3．2． 誰が国立 大学に進学す るの か

　次 に ，国立大学の 教育機会保障説 を再検討す る 。 大学進学 コ ス トは，授業料だけ

を比較す れば 国立大学 と私立 大学文系は接近 して い るが ，通学形態 を考慮すれ ば大

きく異 なる 。 平成 18年度学 生生活調査 に よれ ば，大 学に 進学 した場合の 授業料 と生

活 費 の 合 計 額 を 自宅 ・下 宿 別 に 求 め る と， 【国立 ・
自宅 通】が 104万 5 千 円， 【私

立 ・自宅 通】が 171万 8 千 円， 【国立 ・自宅 外 通」が 176万 9 千 円、 【私立 ・自宅外

通】が 246万 7千 円 で ある （日本学生 支援機構 2008，p．3）。 あ くまで 子 ど も一 人

当た りの 経費で ある 。 とこ ろ で ，保護者は これ ら 4 つ の 選択 が行 われ た後 その 選

択の ドで 4年間 の 継続 的 な家計負担 を考えるの で はな い 、， 先 に想定 され る家計負担

を考慮 して， 4 つ の 進学移動パ ター ン を選択する状況 に 直面 す る 。

　表 3 に，親が 最 も希望す る進 学 移動 パ ター ン と確定進 路 に つ い て ，都 市規 模別に

年収 と学力 （中 3 成績） の 平均値 を示 した 。 2 時点の サ ン プ ル は，2006年 3 月の 確

定段 階 を ベ ース に した 同一サ ン プ ル で あ る。中都市 と小都市 ・郡部は．表 2 の 地 方

表 3　 都市規模別 に み た進学移動パ ターンの 割合 と平 均年収 ・平均学力

第
一

志望 （05年 11月 ） 確定進路 （06年 3 月）

（D都市　　　国 立大学　　　　私立大学　　　　　　　　国 立大学

娩模 （％ ）　 自宅通 　自宅外　 自宅通 　自宅外　　N　　 自宅通 　自宅 外 　 自宅 通

私 立 大学

自宅外 　 　 N

大都 rl］圏 　 353 　 　3、8　 53、8　 7．1
中都市　　 39．9　　18，6　　 31、7　　 9．8
／卜者1≦丁行　　　　33．1　　　18，4　　　 34，1　　　14．3
・郡 部

368 　 　 71 　 　 2．7 　 　777 　 12、5 　 368

441　　　　　8，4　　　　12．5　　　　55　1　　　 24　0　　　　44且

586　　　　　8，0　　　　12，6　　　　50，9　　　28．5　　　　586

行％ 35　8　　　　14．6　　　　38，6　　　　1］．O　　　］，395　　　　7　9　　　　10　0　　　　60，9　　　　22　9　　　1，395

X2 ；85　5．　df＝6，　p ＜0　1％ X2
＝81　9、　df＝6，　P 〈 0，1％

〔2）平 均年収　　843　　 884　　 881　　 945　　 875　　 827　　 873　　 866　　 914　　 875

　
』
万 1．i

−
］　　（308）　 （380）　 （335）　 〔396）　 （341）　 （389）　 （363）　 （315）　 （376）　 （341）

（Std．　Dev ．）

Ff直＝3、43．　 p く 5 ％ F 値乙2．12，P二n ．s ，

〔3）平均学力　 3，95　 4．23　　 3、37　 366 　 374 　　 4．45　 451 　　 350　 375　 3．74

（StdDev ．）　 （111 ）　（099 ）　　（119 ）　Cl　 19）　 U　18）　　〔0．91）　（0．74）　　（119 ）　〔l　 l4｝　 Cl．18）

Ff直；37．7，　 p ＜ 0．1％ F 値＝49、1，p 〈0．1％
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都市 を 2 区分 した もの で ある 。 表か ら明 らか に なる こ とは，以 ドの 2点で ある 。

　第 1 は t 志望段 階で は ，都市規模 に か かわ らず，高校生 の 三 人に
一

人が進学 コ ス

トの最 も低 い 【国立 ・
自宅 通】を志 望 して い る こ とで あ る 。 こ こ に は，家計所得 と

進学移動パ タ
ー

ン の 率直な関係が示 され て い る 。 政策的 に は国立 大学 の 低授業料政

策は，小 林 （2009．p．80）が 指摘す る よ うに 放棄 された が ，そ れで もなお 【国立 ・

自宅外】を含めて大学 進学 希望者の 半数が国 立大学 を志望 して い る こ とは 注 目 され

る 。 しか も， 4 つ の 移 動 パ タ
ー

ン の 間 に，年収 と学 力 と もに有意な平均値差が得 ら

れ て い る 。 国 立大学 を希望す る者 は ，私立大学 に比 して 「低所得
・高学力」層で あ

る 。

　 た だ し，都 市規模 に よ っ て 移動 パ タ
ー

ンは著 し く異な り，都市規模 と 4 つ の 進 学

パ タ ー ン 問の 独立性仮説 は棄却 され る 。 私立大学が 集積する 【大都市圏】に 在住す

る高校生 の 9割近 くが 「自宅通 」 を選択す る と きに ，【小都市 ・郡部】在住 の 高校

生の 「自宅外」進学 希望 は 3割 を超 えて い る 。

　第 2 は，確定進 路 で は 4 つ の 移 動 パ ターン 間 に平均 年収の 有意差 が得 られ ない こ

とで ある 。 国立大学 を志望 して い た 「低所得 ・高学 力」層の 大半が ，選抜 を経て 私

立 大学に 移動 した か ら で ある 。 そ の 結果，確定段 階で は 4 つ の 進学パ タ
ー

ン 問の 所

得水準が平準化 し， さ らに 国立大学進学者の 平均学力が 高 まっ たの で ある 。

　 こ の よ うな分析 結果が ，国立 大学の 教育機会保 障説 に 対す る 懐疑 に な っ て い る

（加藤　2005b）。 そ の 結果，国 立大学 は 家計水準 に 関 わ らず，教 育機会 を提供 して

い る と解釈 され るの で ある 。 しか し，国立大学 の 役割が曖昧 に な っ たか ど うか は ，

大学 に進学 しなか っ た高校生 を含め て検討 をする 必要が ある 。

　 表 4 に， 4 つ の 背 反する 移動パ タ
ー

ン を被説明変数 とする 多項 ロ ジ ッ ト推定値を

限 界効果 で示 した （基準 ：非大学進学者）
（4 ）

。 移動パ タ
ー

ン が 都市規模 に よ っ て 異

なる こ とを考慮 して ，「中都市 ダ ミ
ー

」 と 「小都 市
・
郡部 ダ ミ

ー
」 をモ デ ル に投 入

した （基準 ： 大都市圏）。 表の M1 は，「学力
・
所得」 ダ ミ

ー を投 入 した モ デ ル で あ

る （基準 ：「低学力 ・低所 得」）。 学力 と所 得の 交互作 用項 を含 むモ デ ル も可能で あ

る が ， 4 つ の 移動パ タ
ー ン に 対 して 交互作用項は有意な係数 を持た な い ため，学力

と所得 の 単独の 効果 をモ デ ル 2 （M2 ）に示 した 。

　 まず．第 1列の 【国立 ・自宅通】に対 して は，他の 変数 を制御す る と 「高学力
・

低所得」 ダ ミーの み が有意 な係数 を持づ
51

。 第 2 列の 中 3 成績 と両親年収の 直接 効

果 も予想 され た効果 を示 す 。 他の 変数 を制御す る と，学力 の高 い 者ほ ど，所得が低

い 者 ほ ど， 【国立 ・自宅通 】進学確率 を高め る 。 しか し，第 3 列の 【国立 ・自宅外】
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表 4 　進学移動パ ター
ン別に み た多項ロ ジッ ト推定 ：2006年 3月

国立 ・
自宅通 国立

・
自宅外 通 私 立 ・自宅 通 私立 ・

自宅外通

Ml M2 M 工 M2 M1 M2 M1 M2

女 子 ダ ミ
ー

きょ うだ い 数

父教育年数

母教育年数

高校 ラ ン ク

高 学力 ・

高所得 ダ ミ
ー

高 学力 ・

低所得 ダ ミ
ー

低学力 ・

高所 得 ダ ミ
ー

中 3成績

1呵
・
親．年項又

“oo万円）

中 都市 ダ ミ
ー

小 都市
・

郡部 ダ ミ
ー

一
〇．011 鱒

一
〇．oelO
．0010
．0030

．oo20

，002

　
一
〇．012　

°°・
　
−0．021　，鱒一

〇、019　・叩

　 0，001
　

−0，001
°
　 0．003 ’

脚゚
　 0、002

D ．022 ’

一
〇．DOl

0．006 ”

−0 ．OOI ’

0，0040
．002 ’

0．0000

．002 榊゚

0，028 ゆ

D．036 帥

一〇．003

　 　 　 　 0．073　脚軍　 0．075　寧甲・　−0．051　騨　　一〇．051　．帥

0．004　　　−0．028　ウ　　ー0，029　8　　−0．Ol1　　　 −O．OlO

O、001　＋　　0 ．023　
・鱒

　　0．023　
．．．

　　0，QO2　　　　0．002

Q．ODO　　　 O．006　　　 0、006　　　 0．Ol7　
脚
　　0．015　吟・

0．001　帥゚　 O ．002　　　　 0．DO2　＋　　
−0，001　　　 −O．002

　 　 　
−0 ．067　　　　　　　　　　　　　0．133

0．014　°＃

0．00D

一
〇、083　

舶

0、071 摩

一
〇．042　

．“

0，009 ’°

0，D65　輯

0．048 ’

0．038 脚匚

0．008　．闘

0．005　　　　0 ．005　　　　0、040　
韓
　　0 、035　

韓
　　
一
〇．167　

°睡
　
一
〇．164　

帥窶
　　O．118　

幽師
　　0．118　

騨゚

0．009　＋　　0 ，010　
°
　　 0．03S　

艸．
　0．034　

や韓
　
一
〇．197　

，鱒
　一〇．193　

亭鱒
　　0．141　

脚．
　 0．139　°帥

注 1 ）有意水準 ：＋ p く 10％，
“
p ＜ 5％．

＃
p 〈 1％．

’”
p くO．196　　 注 2 ）N＝2，944

注 3 ）Ml ：
−2LL＝6．150．　 Chi−Square＝795、　 NagelkerkeR2＝0．258，　 df40

　　 M2 ：
−2LL＝6，453，　ChL−Square＝821，　 NagelkerkeR2＝0．266．　 df−36

進学者 に対 して ，「高学力
・高所得」 ダ ミ

ーは有意 な係数 を持 つ
。 国立大学の 低授

業料政 策は，高所得層 もこ れ を享受 して い るが ，「低学力
・
高所得」層の 教育機会

を保 障 して い る と言 っ て よい 。

　次い で
T 私立人学の 特徴 は ，高校ラ ン ク が 有意な係数を持た な い こ と，「学力 ・

所得」 ダ ミーの 係 数が 国立大学 サ ン プ ル に比 して 大 きい こ とで あ る 。 しか も，二 つ

の 高学力 ダ ミーは ，通 学形態 に よ っ て 符号 条件が 異な っ て い る 。 まず， 【私立 ・
自

宅通】に 対 して ，「高学力 ・高所得」ダ ミ ー と 「低学力 ・高所得」ダ ミ
ー は， マ イ

ナ ス の 符 号 を 示 す 。 逆 に， 【私 立 ・自宅 外】に 対 して ，「高 学 力 ・
高 所 得」層 は

13，3％ポ イ ン ト，「高学力 ・低所得 」層 で6．5％ポ イ ン ト進 学確率 を上 昇 させ る 、， 高

学力が ，親の 投資 （贈与）を引 き出 して い る と解釈で きる 。 そ の 背景に は，国立か

私立か の 選択 よ りも，大学 ・学部の 「質」を選 好する進学需 要 があ る （Ono　2004）。

その こ とは ，二 つ の 地域 ダ ミー変数の 効果 に示 されて い る 。

　他の 条件 を制御す る と，大都市圏に 比 して 小都市 ・郡部で は 【私立 ・自宅通 】の

進学確率 を約20％ ポ イ ン ト減少 させ ，【私立 ・自宅外】に対 し14％ ポ イ ン ト上昇 さ

せ る 。 小都 市 ・郡部 に は私 立大 学が 少 ない とい う供給側 の 要因 もある 。 だが ． こ の
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結果が ，地方の優秀な若者の 流出と地方私立大学の 厳 しい 現実 を物語 っ て い る 。

　それで は，低所得層の 大学進学を支援する ため に政府は何がで きる の か。 次節で ，

貸与奨学金 （日本学生支援機構）の 効果 と潜在的需要に 焦点化 して 検討する 。

4 ． 貸与奨学金の潜在的需要層

4．1． 誰が勉強を継続で きない の か

　本節で は，貸与奨学金の 潜在的需要層が誰なの か を潜在ク ラス 分析 を用 い て 検討

す るが ， その 前に二 つ の 分析 を行 う。

一つ は，高校生追跡調査 （第 3回06年11月 ，

第4 回08年 1 月調査）を用 い て ，大学生の ドロ ッ プア ウ ト予測確 率を求め る こ とで

ある 。
マ ンス キ とワ イズが示 した ように，大学進学確率の低 い 高校生が大学 に入学

した場合，学生生活の 継続 を断念す る確率が 高まるの か ど うか確認するためで ある

（Manski ＆ Wise　1983，　p．145）。 今一
つ は，予 約採用制が果 た して 大学進学に 効果が

ある と言 えるの か ど うかで ある 。

　まず ， 表 5 に，大学進学者 を ベ ース に 2 時点の パ ネル デ ー タを用 い て
， 「経 済的

に勉強継続困難認識」の 推計結果 を示 した 。 被説明変数は，問 「あなた は，学校生

活で ，経済的に 勉強 を続 ける こ とが難 しい と思 うこ とがあ りますか」に対する回答

か ら作 っ た ダ ミ
ー

変数で あ る （「とて もあて は まる」 ＋ 「あて は まる」＝ 1 ，それ

以外 ＝ 0）。 「経済的に勉 強継続が 難 しい 」と認識する学生は全体 の 8 ％程度に す ぎ

ない が ， 少 な くと も 1年間 とい う限定期間で，両 親年収以外 に中 3成績 や， 2 年次

表 5 　経済的 に勉強継続困難器識の 規定嬰因

パ ネル ・データ 1 パ ネル ・デ
ータ ∬

1年 次 　　　2年次　　　1年次　　　2 年次

女性 ダ ミ
ー
　　　　　漁，Ωq襲．、　　

−0．003　　
−0．008　　　

−0 ．006

中 3 成績　　　　　　鐸鬱靉鐘鍵毫睡爨灘攤 鸚 鬻髏 一〇．oog

きょ うだい 数　　　　0．015 ＋ 　 0．006　　 0．006　　 0．004

鰲3K　　1：嬲 難麟蹴醺 韆羅ll覊
籌谿 。。万円， 靆撫 鑢 離騒1飜 轗 懣
　 　 一2LL 　　 　　　 　 645
NagelkerkeR2　　　0 ，095

　 　 　N 　　　　　　 L305
被説明変数 の 比率　　　7．5

　 5200
．1241

．061
　 7．8

鰯

0．107
　 936
　 8，2

　 4750

，122
　936
　8．2

注 1）パ ネル ・データ 1は，第 3 回 と第 4 回の い ずれか に回答 したサ ン プ ル ．

　 　 パ ネ ル ・データ ［は，第 3 回 と第 4 回 の 全 て に 回答 した 同
一サ ン プ ル ．

注 2）有意水準 ；＋ p ＜ 1096，
’
p ＜5％，

’夢
p 〈 1％，

鱒’
p く 0．1％
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　　 　　 　　 　 大学進学 における所得格差と高等教育政策の可能性

図 1　 大学進学予測確 率 と勉強継続 困難確率

経

済
的

に

勉

強

継
続
困

難
確
率

0．5

0．4

0．3

0．2

0，1

0．0

　 0，0 0．2 　 0．4　 　 　 　 　 0．6

大学進学予測確率

0．8 1、0

で は父 親の 教育年数が抑止効果 を持 つ こ とが 注 目され る 。 父親の 学歴 が役割モ デ ル

に な っ て い る か らだ と解釈で きる 。

　次 い で ．図 1 に ，表 5 の 7 変数モ デ ル を用 い て ，学生 個 人 の 大学進 学予測 確率

（2006年 3 月時 点） と 1年次の 経済的 に勉 強継続困難認識確率 （2006年 11月時点）

の 推定値 を求 め，相 関 図 を示 した 。 両 者は ，逆相関で あ る 。 大学進学確率の 高い 高

校生が ，入 学後，経済的理由に よ り勉強継続が 困難だ と認識 す る確率は極めて 低 い 。

だが，大学 進学確率が0，2以 下 の ，本来で あれ ば 入学で きなか っ た か も しれ な い 高

校 生が 経済的 能力 を越 えて無理 に 進学する と，経済的に勉強継続が 困難 な状 況 に あ

る と認識す る確率が 高 まる の で ある 。

　 した が っ て ，入 学前 に あ らか じめ 公 的補助に よ っ て 大学進学予測確率の 低い 層 を

支援 してお けば 入学後 に経済的困難に 陥る 学生が 救わ れ る と解釈で きる 。 そ れで

は ，予約採用 は大学進学確率 に 影響 を与 える の か ．次項で 検討す る 。

4．2． 予約採用制 は，大学進学 を底 上 げする ？

　本項で は ，； つ の 理 由か ら第二 種予約採用 （利息付） を用 い る 。 第 1 は，欧米 に

お け る コ ス ト ・シ ェ ア リ ン グ の 趨 勢で ある （小林 　2007b）。 財 政 逼迫 に よ っ て 福

祉 国家政策型 の 分 配様式か ら市場型交換様式へ の シ フ トが ，政府や 親の み な らず ．
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本 人 の 分担 責 任 を含め た貸与奨 学金 を拡 大 させ て い る こ と 。 第 2 は，推 計上 の 問題

で ある 。 第
一
種 予約採用 （無利息） に比 べ て 1 第二 種予約採用は家計 と学力水準に

よる採用 基準が緩 や か で あ るこ と 。 第 3 は， したが っ て ，第二 種貸 与奨学金 に は政

策的意図は な い と も言え るが ，た とえ ロ
ー ン で あれ，予約採用制 に よ っ て 高校在学

中に貸与が 当て に で きれ ば，大学進学の ア ク セ シ ビ リテ ィを高め る 可能性 をもつ こ

とで ある 。

　表 6 に，第二 種奨学金予約採用 ダ ミ
ー

を投 入 した場合の 限界効果 を希望時 と確定

時の 2 時点で 示 した
〔6 ［

。 5 月応募 の予 約採用制は ， ll月調査時点 で 採用 の 有無が判

明 して い る 。 第二 種予約採用 者は全サ ン プ ル の 10．5％ に す ぎな い が ．表か ら第二 種

予約採用 ダ ミ
ーは，他の 変 数 を制御 して もなお ，有意 な係数 を持 っ て い る 。 第「 種

奨学金 に採用 され た者はそ うで ない 者 よ りも，ユ8．5％ポ イン ト大学進学希望確率 を，

16．2％ ポ イ ン ト大学進学確率 を高め る 。 むろ ん ，利 息分 （1，2％ ）ほ ど私的収益率

が減 じる と して も，で ある 。

　 しか し， この 結果か ら，貸与奨学金が大学進学の 誘因 に な り，入 学後 に経済的 困

難を認識 す る学生 を抑止 で きる と直ち に解釈する の は 早計で ある 。 そ もそ も進学意

志 の な い 者が 予約採用 に応 募す る はず が ない し，不採用 だ か ら と言 っ て 大学進学 を

断念する とは考 えに くい 。

　そ こ で ，第 3 列 と第 4 列 に．予約奨学金 に応募 した 者 （全体の 14，9％）をサ ン プ

ル と して 推 計 した結果 を示 した 。 予 約応 募者 の 平均 年ll乂は ，671万 1りで あ る 。 予約

表 6　 大学進学 に対 す る第二 種予約採用 制の 限界効果

全サ ン プル 応募者 サ ン プ ル

大 学 希望 大 学 確 定 大 学 希 望 大 学確定

女性 ダ ミ
ー

きょ うだい 数

中 3 成績

父教育年数

母 教育年数

高校 ラ ン ク

両 親年収 （100万 円 ）

第二 種予 約 採用 ダ ミー

一
〔〕．230　皐’，

−0．071　　拿゚°

0640　
事”

0，037　　辱幹

0，028　鱒

0024　
榊’

0020　
曠韓

0，185　　鱒曠

一
〇、143　　

噸林

一〇、057　　睡・

0053　
°竃’

0026　
幽‘山

0015　
’

OOl3　
鱒’

0013　
鱒 ’

0162　
り榊

一〇　196　　帥゚

−O．075　　
 

OOl6001400060

．018　
°脚

0．Ol20
．025

一〇　224　　鱒゚

−0068 　 ＋

0065 　
闘

001400050007

　
’

00060049

　 一2LL

NagelkerkeR2
Chi−Square

　 　 N

．2、0290

、377
　 8843

，165

3，80202255853

．165

4290

、329

　 122

　 478

5810149

　 57478

注 ）有 意 水準 ：＋ p く 10％．
’

p ＜5％，
榊

p く 1％，
” ’

p ＜0．1％
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大学進学 にお ける所得格差と高等教育政策の可能性

応募者 をベ ース にすれ ば ，第二 種予約採用比率は 68．4％ に なる が ，第二 種予約採用

ダ ミ
ーは，大学進学希望 と進学確定に対 して共に有意な係数を持 た ない

。 第二 種予

約採用制の 導入は，進学希望 を持 つ 中低所得層に と っ て 大学進学 と結 び つ い て い な

い こ とを示 唆す る結果で ある 。

4．3． 誰 が 予約採用 に応募するの か

　貸与奨学金が ，学費に 対す る本人 の 意識 を高め る上 で 有効 な学 費調達法で あ る と

して も，あ くまで ロ
ーン で あ る 。

ロ ー ン で ある 限 りt 将来，本 入と親が抱 える リス

ク は 否定で きない
。 とは言 え，わが 国で は ロ ー ン 回避 に関わ る実証研 究は少ない

。

先行研 究 と して ．保護者 調査 を用 い た 小林 （2007a，　 p ．115） の 分 析が ある 。 小林

は，所 得 第 1分 位 と母 親 中卒 に ロ
ー

ン 回避 の 傾 向 （「返 済が 必要 な奨学金 は ，子 ど

もの 負担 となる の で 借 りた くな い 」）が 高い こ とを示 した 。 こ の 結果か ら．な る ほ

ど最 も公 的援助 を必 要 とす る集 団に ，ロ ー ン 回避 の 恐 れが あ る と言 える の か もしれ

ない
。

　しか し，第 1分位 を別に すれ ば，所得分位 の 低 い 層 ほ ど ロ
ー

ン 回避の 傾向は 見 ら

れ ない し，「母 親中卒」はサ ン プ ル 全体の 1．9％ にす ぎな い
。 保護者の 6 割は 貸与奨

学金 を 「借 りた くな い 」 とは回答 して い な い
／t’1

。 貸与奨学金 に 対す る潜 在的需 要 は

小 さ くな い ， と考 える の が 妥当で あ る 。

　で は，どの ような家族が 貸与奨学金 を借 りよ うとする （しない ）の か 。 本項で は，

予約採用制 の 応 募状況 （第
一

種 ・第二 種 を含む） を手がか りに して ，家族の 類型化

か ら貸与奨学金の 需要層 を探 り当て る 。 事後的 分析で はあ るが ， この 需要層の 特徴

と規模が 特定化で きれば ，政策的意図の 弱 い 貸与奨学金制 度が ど の よ うな家族集団

を タ
ーゲ ッ トに して い るの か情報 を得る こ とが で きる

［5b
。

　最 後に ， こ の 課題 に つ い て ， 【予 約採用 の 応募状況】 と 4 つ の 質的変数 （【親 が 最

も希望す る 進路L　【中 3 成績】， 【父 親学 歴】， 【所得 階層】） との 関連か ら家族集団

を分 類 する 。
つ ま り．予約応募の 状 況を，学力 ・所得

・
世代間の 学歴 移動 との 関 連

で捉 えてみ る 。 た だ し，家族の 分類 に あた っ て は ， 5 つ の 質的変数の 顕在的関連 で

は な く，直接的 には 観測で きない 潜在的関連 を探 る潜在 ク ラ ス 分析 を用い る 。

　潜在 クラ ス 分 析は，顕在変数問の 関連 に 共通 するあ る潜在変数 を導入す る こ とで ，

5 つ の 質的変数の 関連が複数 の 異なるパ ラ メ ー タを持 つ 集団 （潜在 ク ラ ス ）の 混在

に よる見か け ．Lの 関連 と捉 え る 。
つ ま り，各集団 内で は顕在変数は彑 い に 独立 （局

所独立 ）で あ る と仮定する （McCutcheon 　1987，渡辺　2005，　 p ．76）。
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表 7 　モデル の選択指標

潜在

ク ラ ス 数

男子 N ＝1，738 女子 N＝1，725

BIC 　　 AIC 　　 P 値 BIC 　 AIC 　 P 値

ModellModel2MOde13Mode14MOde15Mode161　　　　15，961　15，912　　0．000
2　　　　15，422　15，319　　0。000
3 灘 黜 萋15，1ca． 0．036
4 　 15，細 灘 灘 0．130

5 15，41215 ，1450 ．300
6 15，47015 ，1480 。460

14，682　16，434　　0．000

蠡鑼 1黙 1：蹴
1：：器；蠡雛 1：鶸
15，948　15、627　　0．560

　局所独立の 仮定の 下で は，複数の 異質な家族集団の 割合が どの程度で，各集団内

（潜在ク ラ ス 内）にお ける変数の 反応パ ター ン （応答確率）が どの よ うに な っ て い

るか推定可能に な る 。 この 点が ，複数の 量的変数の グル ーピン グ を目的 と して用い

られ る 因子分析 や ク ラス タ ー分析 とは異 なる，潜在 ク ラス 分析の メ リ ッ トである 。

　以 下 ，
5 変数 に よ る潜在 ク ラス 分析 を性別 に試み る

（9）
。 表 7 に，局所独立の 仮定

の 下で ， 5 変数の ク ロ ス 分布の 頻度デ ー タに潜在 クラス モ デ ル を当て はめ た結果 を

示 した 。 数値 は ，潜在 ク ラス 数を 1か ら 6 まで 増加させ た場合の 選択指標で ある 。

モ デ ル の 選択 に つ い て は
， まず適合度検定 （p 値）か ら男女 ともク ラ ス 数 4 以上の

モ デル が受容 され る。 次い で ，二 つ の情 報量基準 （BIC，　 AIC）の 最小値 と適合度

検定結果 を照合 し，AIC の 最小値 に注 目して男子 は 4 ク ラス モ デ ル ，女子 は 5 ク

ラ ス モ デル を採択す る。 表 8 に
， 潜在 ク ラス の 割合 と各指標 カテ ゴ リー に対応する

応答確率 （条件付確 率）を示 した 。

　表 8の 潜在 クラス の 割合 は，サ ン プル全体に 占め る各潜在 クラ ス の 構成比 を示 し

て い る 。 表中の 数値 は
， 潜在ク ラス 別に各指標 カテ ゴ リー

に対する応答確率を示 し

て い る 。 例 えば，男子の クラス ターで は， 襯 が最 も希望す る進路】に対 して 潜在

ク ラス 1 の 親 は0．968の確 率で 「大学」 と希望 し，0．009の 確率で 「就職」，0．023の

確率で 「短大 ・専 門学校」 と希望 す る 。 潜 在 ク ラス llの 家族 は，0．868の 確率で

「大学」に希望 する こ とを示 して い る 。

　こ こ で は， 【予約採用 の応 募状 況】の 「応募 した」の 構成比 （14．9％） と照合 し

て
au
，比 較的高い 応答確率 を持 つ 潜在 クラス に注 目する 。 まず，男子に つ い て 見よ

う。 【予約採用 の 応募状況】＝ 「応募 した」 に高 い 応答確率 を示すの は，潜在 ク ラ

ス 皿の み で ある （潜在 ク ラス の割合 ：33，0％）。 こ の潜在ク ラス 皿の 応答パ ター ン

は
， 1親の 希望す る進路】 ＝ 「大学⊥　【中 3成績】 ＝ 「上の 方⊥　【父学歴】 ＝ 「非

大卒⊥　【両親年収】 ＝ 「低所得」で比較的高い 応答確率を示す 。 したが っ て ，男子
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表 8　 男子潜在 4 クラス ・ 女子 潜在 5 クラス の推定結果

男子 の ク ラ ス タ
ー

女子の ク ラ ス ター

1H 皿 IV 1 皿 亙 】VV

指標

潜在 ク ラ ス

　の割合

0，3750 ．3300 ．2220 ．0730 ．2780 ．2630 ．1850 ，1470 ．127

親が 最 も希望

す る 進 路 （本

人学歴 ）

就職 （高卒）

短大 ・専 門 学校

大 学

0 ．0090

．0230

．0110

．121

胃　1−E・
膿

、　　窯

0．3450

．067

0．2910
，148

．：蛋 讃 眠 蝋

0，0060
．092向

0．0180
．088、

鑞攤

鰄爨欝

0．2510
．023

0，002

飜讖
0．194

0．Ol1

巍懿
0．058钁蕪 韈 、

軋

毫　 序 髻「． 戚 難

中 3成績 下 の 方

中 くらい

上 の方

0．1070
・驟

雛鑞 。

　0．141
　0，317曲習漁

疑
嫐

雛

i鑾覊

凝鱶
0，185

鍵 饌
0．0320
．130

0．0910
．194

钁
卩

轍
ぼ　　　　　　　

眠

0．1170
．242

孀
孀

蕣

昭　　　　　　　窯
繊1　 建

0．3120
．197

0，316
鑾轗
0．196

0，2700
，4320
，298挿仰　　障　　シト臨

父学歴 非大卒

大卒

0．258

艱嚥挿

ゴ鶏r　　目尸　「
i，
0．354

寧 鑑　藍

0 ．0680

．4460

．5540

．5450

．455
漁i鏨．
顯 膏餐

覊縦
0．1290

。5360
．464

・匸
　 悔　 　　　F『

0．153
き駿　　葺窮

両親年収 ，醗 繝 矇
　那
冪　
・低所得

中所得

高所得

0．0190
．354

覊麟

…i欝
0．3980
．073

ド　w遭　rゴ

0，3250
．145

0，4170

．2490
．334

罫跏 　
一・」昂

高　　臥FO
，048

0 ，0050

．175i

撫轢

巨細r　　叮　尸
鑞

0．2980
，101

0．151

講鑞
韈懇 ．

翁 鯔 　　
柵

舞

ど　 「
　　
「
鍵

0、2650
，088

予約採用 の

応 募状 況

応募 した

応募 しなか っ た

知ら なか っ た

0．051
韈 灘
0．282

「而、　 匸
皺

0．3420
．318

0．025
織飜 10
．167

0．002

灘
0 ，099

韈1灘
0．3670
．315

0，070

書鑼
0，260

0．025

懇難 iO
，199

0．031

鑽i 騾

0．206

’
驫灘
0，5530

，131

の 予約採用の 潜在的需要層は，サ ン プル 全体の 3割 を占め る，「高学力 ・低所得」

層で 学歴 上 昇を志向する潜在 クラス 1 に属する と言 える 。

　逆 に ，予約採用応 募を回避す る傾向 は，潜在 ク ラス IVに見出せ る 。 この ク ラス の

割合 は7．3％ で 少数派で ある が ，他 の 潜在 ク ラ ス と比 べ て ， 【予約 採用 の 応 募状

況】 ＝ 「応募 しなか っ た」に際 だ っ て高い 応答確率 （0．899）を示す。 1親が希望す

る進路】＝ 「大学」の 応答確率は，構成比 よ りや や低 い 程度で あ り， 【父学歴】と

【両親年収】の 応答確率か ら見て 平均的 な家族で ある。 た だ し，特異なの は， 【中 3

成績】 ＝ 「下の 方」の 応答確率 （0．838）が際 だっ て高 い 点で ある 。

　女子 を見 よ う。 【予約採用 の応募状況】 ＝ 「応募 した」 と高 い 応答確率を持つ の

は ， サ ン プ ル 全体の 4割を占め る，潜在 ク ラス 1 と潜在ク ラ ス V で ある 。 まず，潜

在クラス エは
， 【親が希望する進路】 ＝ 「大学」， 【父学歴 】は平均的であ り， 【両親

年収】＝ 「中 ・低所得」の 応 答確率が高 い 。 しか し， 【中 3成績】 ＝ 「上 の 方」の

応答確率 （0．715）が際 だ っ て 高い 。 女子の 潜在的需要層 は
， 「高学力 ・中低所得」

の 「学歴上昇
・
下降移動回避」（吉川　2006， p ．122） を志向す る家族集団で ある 。

　次 い で ，潜 在 ク ラス V の 応答パ タ ー ン を見 る と， 【親 が 希望 す る進路】 ； 「短

大 ・専 門 学 校」， 【中 3 成績】 ＝ 「中 く ら い 」， 【父 学歴】 ＝ 「非 大 卒⊥ 【両 親 年

収】 ＝ 「低所得」の 応答確率が高い 。 こ れ らの 応答パ ター ン か ら潜在 ク ラス H は，
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娘 に 中程度の 上昇移動 を希望 す る 「ジ ェ ン ダー家族」で ある と言 える 。

　なお，男子 の 潜在ク ラ ス 1 と女子 の潜在 ク ラス 1 は 「大卒再生 産型 」家族，潜在

ク ラ ス 皿 は 男女 と もに 「高卒再生 産」家族 の 特 徴 を示す （吉川，2009、p ，148），、

前者は 高所得で あ り，後者 は進 学を希望 しな い か ら，当然，貸与奨学金 を必 要 と し

ない
。

　こ うして 予約 採用 に応募 し，将来の リス クを引 き受け ようとす る親 は ，男 子 の 3

割，女子 の 4割 を構成 し，「高学 力 ・中低所得」の ，学歴 E昇 と学歴 ド降回避 を動

機 とす る家 族 集団 （潜在 ク ラ ス 〉で ある と言 っ て よ い
。

5 ，　 お わ りに

　本稿 で は ，大学 進学率50％ 段階 にお け る わが 国の 大学進 学／非進学 を決 定す る 条

件 を個人の 属 性か ら分析 した c，明 らか にな っ た こ とは、以下 の 5 点で あ る 。

　第 1 は ．家計所得 が ，階 層変数 を制御 して もなお，依然 と して 大学 進学機 会の 制

約 に な っ て い る とい う古典的図式で ある 。 家計 所得が 教育達成 に 影響を及ぼ す こ と

は ， もは や通 説で あ るが ，全国デ ー タか ら確認 された こ とに意味が あ る。都市規模

別 に み る と，地方 都市 よ りも私立大学が集積す る大都市圏 で 所 得 間格差が 大 きい
。

　第 2 は ，学力 が 入学可能性の み ならず，投資 （贈 ワー）可能性の 代理 指標で もあ る

こ とで あ る 。 「大学全 入」 と言 っ て も，学 力 は大 学進 学機会 を規定 して い る 。 加 え

て ，学力は ，親の 高学 費負担 を引 き出 して い る 。 「高学 力 ・低所 得」 ダ ミ
ーは，国

立／私立 と もに 自宅外進 学 に 対 し有 意な係数 を持 っ て い る 。 さら に ，「地方都市 ・

郡部」 ダ ミーは， 【私立 ・自宅】に 対 して マ イナ ス の 係数 を持 つ
。 こ の こ とは，競

争優位な大学 を 目指 した，投資的 な進学行動が 存在す る こ とを示 唆す る 。

　同 時に，「高 3平均勉 強時間」 も，階層や所 得 に 回収 され な い 独 自の 効果 を持 つ
。

高校教育に よる進学意欲や 動機づ けな ど，潜在的 能力 （日本的なメ リ トク ラ シ ー）

の 可能性 を示 して い る 。

　第 3 は ， きょ うだ い 数 の 希釈化効果で あ る 。 家計 を希釈 化す る き ょ うだ い 数は大

学進学 を抑制す るが ．それ は都市規模 別で は地 方都市で 大 きい
。 本稿で は用 い なか

っ た が ，調査票 か ら得 られ る学齢 ・学卒兄弟姉妹の 情報 は ，家族内の 学 費負担の メ

カ ニ ズ ム を探 る上 で 有益な知見 を提供す るであろ う。

　第 4 は，地域 に か か わ らず，大学進 学希望 者の 三人 に
一

人が 「国立 ・自宅通 」 を

希望 して い る こ と，国立大学が 「高学力 ・低所得」層の 進学機会 を保障 して い る こ

とである 。 所 得 が 国立 大学進学 に マ イナ ス の 影響 を与 えて い る こ とは， マ ク ロ デ
ー
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タで も確認 され て い る が，学力変数 を組み 込ん で 明 らか に された意義は 大 きい
。

　むろ ん ，国立 大学の 低授業料政 策は t 高所得層 もその 恩恵 を受け て い る 。 こ の 点

で ，低 所得 層か ら高所得層 へ 所得の 移転が 生 じて い る と も言 える が ，「高学力
・
低

所得層」に 対す る教育機会保障の 点で ． 国立大学の 低授業料政策は維持 され なけれ

ば な ら なレ 

　第 5 は，第二 種 予約採用が ，進 学意志 を持 つ 中低所得層の 大 学 進学 を底上 げす る

誘因 に な っ て い ない こ とで あ る 。 ただ し，中低所得層の 中に 将来 の リ ス ク を引 き受

け よ うとす る家族集団が 混在する 。 そ うした 中低所得層の 親の 行 動 や構 えの 背景 に

は，学力 を介 して 「学歴 上昇
・下 降移動回避」を志向す る潜在 クラ ス の 存在が ある 。

こ の 流 動 的 な普通 の 家族が ，貸与奨学金の 潜在的需要層で ある と同時に，大学進学

率上昇の キ ャ ス テ ィ ン グ ・ボ
ー

トを握 っ て い る と言 える 。

　こ の よ うに ，大学進学率50％ は、 メ リ トク ラ シ
ー

の 中の 経済的不 平等 を映 し出 し

て い る 、 90年代 以 降の 公財政 の 逼 迫が ，低所 得層 に 高所得層 と同様の 誘 因 を持たせ

て きた か らで あ る 。 所得に よ る 不平等を次世代に 累積す る こ とで は な く，こ れ を減

少 させ る こ とが 所得再分配政 策だ とす れ ば い か に して 低所得層 と将 来世代に 対 し

て 教 育機 会 を保障 し，個人の 選択で きる幅 を広げる か が 高等教育政策の 課題 で あ る 。

所得階層間と世 代間の 複雑な分配問題 は ，本稿の 枠組 み を超えるが ，短期高等教育

機 関 の ポ ジ シ ョ ニ ン グ （長尾 　2008）や
“
大学全 入神話

”
に よ っ て 「忘 れ られ た

50％」の キ ャ リ ア パ ス （R。senbaum 　2001）な ど，今 後の 分析課題 は少 な くない
。

〈注 〉

（1〕 大学進学／非進学 の 意志 決定に は ，調 査票か ら得られ る 本人の 意識や志 向性 ，

　親の 期待 を考慮す る こ とが有益で ある が．本稿 で は確定変数に 留め る 。

（2） 高校 ラ ン ク は，調査票 か ら判明 され る 高等学校名と関塾教育研究所 『2006年度

　版全 国高校 ・中学偏差値総覧』 に 記 載 され る難易度を照 含 して 作成 した 。

（3） 保護者調査の 問 「現在 よ りも経済的 に ゆ と りが あ る とす れ ば，お子 さん の ため

　に 何 を させ て あげ た い で す か」の 回答 に よ れ ば，「短 大
・
専 門学 校進学 を最 も望

　 ま しい 進路 」 だ とす る保護者900人の 内 ，
195人 （21．7％ ）が 「大学 に 進学 させ て

　や りた い 」 と同答 して い る 。 あ くまで 仮想的 設問で あ るが ，経済的理 出で 大学 進

　学機会を失 っ て い る高校生 を捉 える こ とがで きる 。 2006年 3 月現 在の 確定進路 別

　平均 所得 を示す と，最 も高 い 浪人 （954万 円） を別にすれ ば．大学 （865万円）、

　短大 （784万 円），専 各 （726万 円），就職 （654万 円） と な る 。
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（4〕 多項 ロ ジ ッ ト推計に用 い る従属変数 5 分類の 比 率 は，「国立 ・自宅 通 」3．6％ ，

　「国立 ・
自宅外通 」4．4％ ，「私立 ・

自宅通」30．1％，「私立 ・自宅外通」 11．2％，

　 「非大学進学 者」50．7％ 。

（5） 結 果は示 さ ない が 高校 ラ ン ク をモ デ ル か ら除 外 した場合 の 「高学 力 ・高所

　得」 ダ ミ
ー

の 限界効果 は0．050，「高学力 ・低所得」 ダ ミ
ーは 0．092とな る （統 計

　的に 1 ％水準で 有意 ）。 国立大学の 進学は ，高校 ラ ン クで 決 まる こ とを示 唆す る 。

〔6｝ 「全 国 高 校生 調 査 」 を用 い て ，大学 志 願／ 非 志願 を被 説 明 変数 と した 藤村

　（2007，p ．19）の 分 析で は，第二 種予 約採用 ダ ミ
ー

は 低所得層 に対 して 有意 な係

　数 を持 つ こ とが 明 らか に され て い る 。

（7｝ 大学 ・短大 ・専門学校を含め た進学予 定者 をサ ン プル に して も， 6割は ロ ー ン

　回 避 の 回 答 （「そ うは思 わ な い 」 ＋ 「全 くそ うは 思 わ な い 」） を示 して い ない
。

（8） 保護者調査 を用 い て ，予約応募 を被説明変数 と した藤村 の 分析 （2007，p ．17）

　で は ，他 の 変数 を制御すれ ば ，低所得層ほ ど応募確率が 高 まる結果 が示 され て い

　 る 。

（9） 表 7 と表 8 の パ ラ メ
ー

タ （潜在確率）推 定 は， Latent　Gold （4．0） を用 い た 。

（10） 各指標の カ テ ゴ リ
ー

別分布は ，次の 通 りで あ る 。 【親が最 も希望 す る進 路】は ，

　「大学」 （男子69．5％，女子 51．2％ ），「短期」（男 子13，7％ ，女子 33．5％），「就 職」

　（男 子 16．7％ ，女子 15，3％） 14．1％ 。 【中 3 成績】は ，「下 の 方」 （23．8％ ，「中 く

　ら い 」 （30．0％ ），「上 の 方」 （46．4％ ）。 【父 親学歴】は，「大卒」 （大学院 を含む）

　46．4％，「非大卒」53．6％ 。 【所 得 階層】は ，「低所得」34．5％ ，「中所得」34．3％，

　「高所得」31．2％ 。 【貸与奨学金の 応募状況】は t 「応 募 した」 14．9％ ，「応募 しな

　か っ た」60．5％ ，「知 らなか っ た」24．6％であ る 。 【親が 最 も希望す る進路】を別

　にすれ ば， カ テ ゴ リー構成比 の 男 女差は， 2 ％以 内で ある 。
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ABSTRACT

Economic  Disparities in Access  to Universities and  the Potential of

                     Higher Education Policy

                                                FUJIMURA  Masashi

                                 (Faculty of  Education, Niigata University)

                2-8050 Ikarashi, Nishi-ku, Niigata-shi. Niigata, 950-2181, Japan

                                       Emailifujimura@ed,niigata-u.ac.jp

  In a society  like Japan, where  half of  students  graduating  from high school  go on  to

college,  there seems  to be a universal  belief that anyone  who  wishes  to can  gain

access  to college. In line with  this, higher education  policy has been directed toward

increasing the quality of  education.  As  a  consequence,  less attention  seems  to have

been given to the ideal of  equal  opportunities  for higher education.  However,

parental financial support  for children  has been pushed to the limit because of

decreasing public finance and  rising  tuition at pnvate universities,

  Yet there has been little systematic  investigation of  economic  dispanties in access

to universities  and  the  potential of  equal  opportunity  policy. This articie attempts  to

fi11 this gap. The  2005 National Students' Career Survey (NSCS) data set, which

consists  of  the data from 4,OOO high school  seniors  and  their parents filled by random

sampling  provides materials  for examining  these issues,

  We  first estimated  the marginal  effect  of  the 
"achievement-income"

 dummy

variables.  high school  rank,  sex,  and  parent's education  on  the probability of

university  attendance.  Secondly, in order  to examine  the role  of natjonal  universities,

which  are  supposed  to enroll  students  with  
"high

 academic  achievement  and

low-income,'' we  examined  mobility  patterns  of  application  and  admission  among

respondents  as  a  function of  city  size, and  university  type  {national/private), After

examining  the relationship  between these patterns, we  reported  the results  of  the

logit modeL  to predict the marginal  effect  on  four outcomes  (national/private.

home/away). We  then investigated the effectiveness  of  scholarship  loan prograrns

(category 2 loans from JASSO, which  bear interest) on  the probability of university

attendance,  And  finally, to clarify the reason  not  of  
"risk

 aver$ion"  but of why
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parents go  into debt, and  to identify the  latent group  which  applies  for the loan

program, a  latent class  analysis  was  used,

  The  major  findings are  as  follows: (1) Economic  inequality in access  to university

education  still exists  after  controtling  other  faetors, (2) National universities

guarantee  post-secondary  opportunities  for students  with  
"high

 academic  achieve-

ment  and  low-income." (3> Student loan programs  based on  prior applications  do not

increase the accessibility  of low-income students  to colleges.  These  results  show

that, rather  than  loans themselves  acting  as an  incentive, parents  who  have already

intended to enroll  their children  into university  apply  for the lean program.  (4)
Parents who  are  witling  to go  into debt belong to  a latent class,  which  are

characterized  as  low-or middle-income,  upward  mobility.

  These findings show  that  the tight financial conditions  facing higher education

since  the 1990s have changed  the  incentive structure  by creating  policies that give
low-income families incentives comparable  to those of  higher-income families.

Therefore, guaranteeing  college  opportunities  for the low-income students.  and

extending  opportunities  fbr individual choice,  are  important problem  for higher

education  policy.
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